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フランス女性と出産・育児・仕事 
―何が高出生率をささえているのか―
河　村　真　央
0 ．はじめに
　近年フランスは、合計特殊出生率1）が回復した国としてメディアで取
り上げられ、注目を集めており、その要因としては、出産や子育ての手
当、託児方法、婚外子が社会で認められていることなど、様々な高出生
率の要因が考えられる。そして、多くの女性が出産後も働き、仕事と子
育てを両立しているように見えるフランス女性は、雑誌などで憧れの対
象として取りあげられている。しかし実際は、仕事と子育てを両立させ
ているフランス女性は少なく、多くのフランス女性は職場でも家でも働
き、二重負担の毎日である。国からの手当や社会制度は確かに充実して
いるが、福祉国家スウェーデンと比較してみるとまだ不十分なところも
ある。それなのになぜ多くのフランス女性が、仕事と子どもを授かるこ
との両方を選択しているのだろうか。高出生率の要因が手当や社会制度
だけではないと考えてみると、子どもを授かることに対するフランス女
性の価値観やフランスの歴史、文化が関係していると考えられるのでは
ないだろうか。母親になることのハードルが高すぎないこと、母親像の
重圧があまり重くないことが、実はフランスの高出生率に大きな影響を
与えているのではないだろうか。
　本稿では、まず第一章で、フランスが高出生率で、出産後も多くの女
性が働けている経済的な要因を取り上げ、第二章で、フランスの高出生
率の要因と強力な関係のありそうな社会環境について探ってみたい。そ
して第三章で、現代のフランス女性が子どもを授かるということに対し
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てどのような価値観を持っているのかについて、母性愛は本能ではない
と主張した歴史家、哲学者のエリザベート・バダンテール2）の主張を参
考にしながら、歴史的、文化的な側面から検討したい。
1 ．フランスの高出生率の経済的な要因
　フランスでは1970年2.47だった合計特殊出生率は、1970年代以降低下
を続け、1993年から1994年にかけて1.65まで落ち込んだ。出生率低下の
原因としては、多くの女性が仕事を始め、女性の生活が変化したこと等
が原因だと考えられている。しかし出生率は、徐々に増加し始め、2000
年1.88、2005年1.92、2007年は1.98、そして2008年は2.02と増加し、ヨ
ーロッパのなかでもトップクラスの出生率を誇るようになった3）。またフ
ランスでは、出産後も多くの女性が働いている。2002年の統計では、パ
ートナーはいるが、子どもがいない女性（20歳から49歳）の労働力率は
85.8％に対し、 3 歳未満の子どもが 1 人いる女性（20歳から49歳）でも
79.8％であり、その差はわずか 6 ポイントである4）。この統計より、子ど
もが 1 人できても、フランスではほとんどの女性が仕事を続けているこ
とがわかる。ちなみに日本では、第 1 子出産後も働いている女性は25％
にすぎない5）。
　近年日本のメディアは、フランスの出生率回復の要因として、特に社
会制度、出産や子育ての手当、託児方法に注目している。確かに日本で
は GDP（国内総生産）に占める子供向け公的支出の割合が、2005年では
0.81％であるのに対し、フランスは GDP の 3 ％を家族政策に投入してい
る6）ことからも、充実しているということができる。本章では、フラン
スの児童関連の手当や制度を紹介しつつ、一部は福祉国家スウェーデン
の社会制度と比較しながら、フランスの手当・社会制度の充実度につい
て考えてみたい。また OECD（経済協力開発機構）加盟国内で、女性労
働力率、または子育て支援支出額が高い国は高出生率なのかということ
について考察し、フランスの高出生率は、女性の働きやすい環境の整備
と子育て支援支出と強力な関係があるのかについて探ってみたい。
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1 . 1 ．児童関係手当
　フランスの児童関係手当は、第二次世界大戦後から導入されており、
現在は出産奨励策というよりも、一部所得制限があるため、低所得者の
下支えとして支給されている。所得制限の設けられている手当としては、
3 人以上の子供を扶養する家族に給付される家族補助手当や 6 歳から18
歳の子供の養育者に支給される新学期手当、出産手当や 3 歳児未満の乳
幼児の養育者に支給される基本手当がある。一方所得制限がない手当も
充実しており、子供 2 人から受け取れる家族手当や、3 歳未満児がおり、
職業中断あるいはパートタイム労働の者に支給される就業自由選択補足
手当や 6 歳未満の子供の保育方法を自由に選択できるように用意されて
いる保育方法自由選択補助手当、ひとり親への給付、障害児給付、清潔
なところで子育てができるように用意されている住宅補助などがある。
　以上のように、フランスでは、多くの種類の児童関係手当があり、子
育てにかかる費用の多くを国が援助してくれているのだ7）。
1 . 2 ．出産休暇・育児休暇について
　フランスでは多くの女性が仕事をしているため、出産休暇や育児休暇
は不可欠である。
　まず出産休暇は最長16週間（産前 6 週間、産後10週間）で、このうち
産後の 6 週間を含めた 8 週間は義務となっている。また企業によっては、
さらに休暇を延長している場合もあり、休暇中は賃金の84％が支給され
る。
　育児休暇は、 1 年以上同じ企業で働いている労働者が対象で、子ども
が 3 歳になるまで両親の一方が休職することもでき、給与水準に応じて
最高で月額512ユーロの手当が支給される。子どもが 3 人目になると休職
期間が長くなり、親の年齢も高くなると職場復帰が困難になることを想
定して、休暇を 1 年に短縮する代わりに支給額が増額される。父親休暇
については2001年 1 月に導入され、出産後 4 カ月以内に連続して11日間
の休暇をとることができる。（休暇中は日額の手取り100％の支給が上限
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として保証されている8）。）
1 . 3 ．託児制度について
　フランスの保育システムは選択肢が豊富にあり、親は自分たちの保育
方針、収入、勤務時間などを考慮して選べるところが特徴だ。図 1 にま
とめた、 4 つの託児方法が主流である。
　その他、幼稚園（école maternelle）でも、基本的に 3 歳から 6 歳の子
どもの保育を行うが、場合により 2 歳児も受け入れている。2005年、フ
ランスの 3 歳未満児の43％がなんらかの保育サービスを受けており、そ
の 3 分の 2 は親が雇用する認定保育ママによる在宅保育である9）。フラン
スでも保育園は少なく、保育ママなど他の保育サービスで補完されてい
ると言えるだろう。
　日本の場合、 1 ～ 2 歳までの子どもの保育費用は、認可保育所で月 2
～ 3 万円、認可外施設では 3 ～ 5 万円で、ベビーシッターサービスにつ
いての実態調査では、 5 万円以上を支払う層は40％を超えている10）。そ
のため、日本での保育費用は安くても月 2 ～ 3 万円かかり、若い両親に
とっては大きな負担となる。これに対してフランスの保育費用は、収入
によって料金が違い、国からの補助があるので、所得の少ない親でも子
どもを預け、働き続けることができる。
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図 1：フランスの主な託児方法
保育形態 概　要
集団保育所
（crèche 
collective）
• 親が働いている 3 ヵ月から 3 歳未満の幼児を対象。
• 保育者 1 人につき子供は 5 ～ 8 人が定員。
•  保育士は看護士の資格も持っており、「保育のプロ集団」と言
われている。
•  「社会性をはぐくむため」という理由で、集団保育を望む親は
多い。
•  保育時間は厳密に決められており、親の仕事の都合による時
間の融通はききにくい。（例：パリ15区の場合、午前 7：30か
ら午後 6：30まで（牧、2006、P.67）。
•  保育料は所得水準により異なり、パリの場合は 1 日あたり約
3 ユーロから29ユーロ（牧、2006、P.67）。
一時託児所
（haltegarderie）
•  6 歳未満が対象。
•  非定期に短時間だけ親が子どもを預ける施設で、費用は預け
る時間数と収入によるが、手頃な値段である。
保育ママ
（assistante 
maternelle）
•  主に子育て中の女性や、子育てが一段落した女性が自分の自
宅で子どもを預かる制度。
•  居住する県の認定を受けた保育ママによる保育で、能力や住
居の状況により、最高 3 人まで保育を行う。
•  子どもをみてもらう家庭が、保育ママを雇う雇用関係になり、
給料、時間帯は交渉して決める。（ 1 日あたりの給料は42ユー
ロ以下と決められており、雇用で生じる社会保険料は、国が
全額補助してくれる（牧、2006、P.69）。）
•  雇う側には、収入に応じて月160から374ユーロの託児補助が
ある（牧、2006、P.90）。
自宅でヌヌ
（nounou）
を雇う
•  子どもの自宅に来て世話をしてもらう託児方法。
•  ヌヌはベビーシッターとは違い、フルタイムで子どもをみる
ことを職業としている。
•  子どもをみてもらう家庭が雇用し、社会保険料は国が半額（上
限あり）補助してくれ、ヌヌに支払う給料の一部が収入に応
じて補助されるが、それでもかなり高額である。そのため 1
人のヌヌを 2 家族で雇い、 1 週間は相手の家で両方の家の子
どもを、次の 1 週間は相手の家で…というふうに、場所を交
互に移して 2 家族の子どもをみてもらうという方法もあり、こ
うすれば負担費用は半額ですむ。
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1 . 4 ．学校制度について
　 3 歳から始まるフランスの学校教育も、働く親を助けている。幼稚園
は義務教育でないにも関わらず、保育料は無料であるため、 3 ～ 5 歳児
の就学率は2003年ではほぼ100％である11）。親が働いているなら給食つき
で、夕方 4 時半まで預かってくれ、また放課後も、市の職員が子どもた
ちを遊ばせながら 6 時半まで放課後保育をしてくれるシステムが用意さ
れている。
　小学校も送り迎えをしなければならないが、月・火・木・金曜日の午
前 8 時半から午後 4 時半まで子どもを預かってくれる。また保護者会な
どの学校行事も両親が働いているという前提で組まれている。
　ただしフランスの学校は、伝統的に水曜日が休みである。そのため、
水曜日を空けて、週 4 日制で働いている母親が多い。水曜日を休みにで
きない場合は、centre de loisir という自治体経営の施設が充実しており、
学校のない水曜日やヴァカンスの間、 1 日中子どもを預かってくれる。
また 2 カ月もある長い夏休みには、colonie de vacances という施設があ
り、 1 、 2 週間の遠出を企画してくれる。
　また、公立学校であれば大学まで授業料が無料であるという点も、子
育ての費用の面で親を助けている。
1 . 5 ．スウェーデンの社会制度との比較
　上記のように、フランスには出産・子育てのための手当や社会制度が
整っているが、いくつかの問題点も存在する。子どもを産み育てやすい
国かどうかについての2005年のアンケートでは、子どもを産み育てやす
い国だと思う人の割合は、フランスでは68％であるのに対し、スウェー
デンではほぼ100％に達している（日本は47.7％。）12）。スウェーデンは、
GDP に占める子ども向け公的支出の割合は、2005年3.21％であり13）、充
実した社会制度が整っている福祉国家として有名である。スウェーデン
の合計特殊出生率は、1980年に1.68まで低下したが、その後、社会制度
の整備により急速に回復し、1990年には2.13にまで上昇した。1990年代
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半ばは1.50まで再び出生率が低下したものの、2000年以降上昇傾向にあ
り14）、2009年では1.9となっている15）。
　そこで本節では①育児休暇取得率、②復職後の女性の働き方、③男性
の育児参加、④託児施設の待機児童問題という 4 つの主たる問題につい
て、福祉国家スウェーデンの制度と比較してみえてくるものを考察し、
フランスの手当・社会制度の充実度を考えてみたい。
　まず育児休暇の取得率のグラフ（図 2 ）を見てみると、ストックホル
ムでは出産した 7 割以上の女性が 1 年以上の育児休暇を取得している。
一方パリでは、育児休暇を取得しなかった女性が約 7 割16）も存在し、産
休に有給休暇を少しだけ足して、 3 ヶ月前後で復帰する女性が多い。そ
の主たる理由は、戻れる職場が保障されていないため、安心して育児休
暇をとれないことである17）。また育児手当だけでは不十分であるという
声も聞かれる。フランスには、安心して育児休暇を取得できる職場環境
や手当の金額面での課題がまだありそうだ。
2.9%　0日53週間以上
12.2%
52週間以上
2.0%
9 ～51週間以上
9.4%
8 週間以上
8.6%
なし
67.8%
3.8%　65日以下
（65日は休日を入れると、ほぼ 3ヶ月）
43.5%
321日以上
3.3%　130日以下
（130日は休日を入れると、ほぼ半年）
5.2%　195日以下
（195日は休日を入れると、ほぼ 9ヶ月）
12.9%　260日以下
（260日は休日を入れると、ほぼ 1年）
28.5%　320日以下
（320日は休日を入れると、ほぼ15ヶ月）
・ストックホルムの女性の育児休業取得日数・パリの女性の育児休業取得日数
図 2：パリとストックホルムの女性の育児休業取得日数18）
　次に復職後の女性の働き方に関しては、理想と現実との間に大きなギ
ャップが存在している。フランス女性の理想のライフコース（図 3 ）は、
「出産後、成長に応じて働き方変える」の38.6％が一番多く、スウェーデ
ンは「出産後、成長に関係なく働き続ける」が61.1％と一番多い結果と
なった。またフランスは、「出産後、成長に応じて働き方変える」、「出産
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を機に退職し手が離れたら働く」、「出産退職後は、育児に専念する」を
合わせると78.5％19）に達するが、実際はフルタイムで復職している女性
は半数以上存在している。（パリで55.1％、リヨンは59.9％20））この理想
と現実のギャップは、フランスのパートタイムは賃金や待遇で、正社員
との格差はあまりないが、フルタイムで働いている人と同じように評価
や昇進を得るのは難しいことに由来する21）。一方スウェーデンでは、昇
進・昇格面への影響はないと感じている企業・従業員が多数派のよう
だ22）。よってフランスでは、パートタイムでの待遇の面で課題があるの
かもしれない。
　次に男性の育児参加について考えてみたい。まず 6 歳未満の子どもを
もつ男性の育児・家事関連時間を見てみると、スウェーデンでは 1 日あ
たり 3 時間21分であるのに対し、フランス男性は 2 時間30分にとどま
る24）。また男性の育児休業取得率も、スウェーデン男性は79.2％である
のに対し、フランス男性は 9.3％であり25）、フランス男性よりもスウェ
ーデン男性の方が育児・家事に熱心であるといえるだろう。スウェーデ
ンでは、男性の子育ての権利と義務を強く打ち出しており、1974年以降
オロフ・パルメ内閣が母親向けであった産前産後休暇・育児休暇制度（母
親休暇制度）を、父親と母親が分担する形で取得し、それに対して給付
金を交付する、両親向けの産前産後休暇・育児休暇制度（両親休暇制度）
に変えた。今日、夫婦・カップル併せて合計16カ月まで両親休暇の取得
が可能であり、そのうちの390日分については給与の80％支給が保証され
結婚も出産も
せず、働き続
ける
出産しないで
働き続ける
出産後、成
長に関係なく
働き続ける
出産後、成
長に応じて働
き方変える
出産を機に
退職し手が
離れたら働く
出産退職後
は、育児に専
念する
出産に関係
なく、結婚後
は働かない
その他 わからない
フランス 2.1 1.6 13.5 38.6 35 4.9 1.1 1.1 2.2
スウェーデン 1.1 0.9 61.1 14.1 18 0.1 0.2 2.6 1.9
図 3：フランス、スウェーデン、女性の理想のライフコース23）
育児と仕事との関係で、考えられる女性の理想の生き方は？
（20歳から49歳までの男女が回答）
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ている。バダンテール（2011） は、フランスは「父親向けの育児休暇を
新たに導入したにもかかわらず、政府は父親に母親が担っている家事や
育児をもっと受け持たせようという提案を大して行っていない。北欧諸
国はこの方向で努力しているにもかかわらずだ。（バダンテール、2011、 
P.240）」と述べている。
　最後に、託児施設の待機児童問題について触れておきたい。上記に述
べたとおり、フランスには様々な保育システムが存在しているが、集団
保育所の空きは少なく、保育ママなど他の保育サービスで補完されてい
ると言える。在宅・施設両面で充実を図っているフランスの保育である
が、待機児童も存在すると言われている。その理由は、母親には集団保
育の志向があるが、新しい保育所の用地を見つけることが困難であるこ
と、また住宅環境から、認定保育ママについても基準を満たす住宅を確
保することが容易でないことが考えられている26）。パリ市長ドラノエ氏
は2001年の選挙時に、保育施設の拡充が市政の最も重要な課題であると
訴え当選した27）。その成果か、2005年の調査ではパリの 0 － 2 歳児の 8 割
前後は何らかの保育サービスを受けていると推定されている28）。しかし
フランスの待機児童の問題は、パリでは解消に向かっているが、全国的
には地域差が存在している。
　以上のように、フランスの手当・社会制度は、福祉国家スウェーデン
の制度と比較する限り、十分とは言えないだろう。それでは他の国々、
例えば OECD（経済協力開発機構）加盟国内では、女性の働きやすい環
境、または子育て支援支出額と出生率はどのような関係があるのだろう
か。
1 . 6 ．‌女性労働力率、または子育て支援支出額が高い国は高出生率な
のか？‌
　前述したとおり、フランスの GDP に占める子供向け公的支出の割合
は、2005年 GDP の 3 ％、2000年の30歳から39歳の女性労働力率も78.6％
と高い水準だ。それでは OECD（経済協力開発機構）加盟国内では、女
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性労働力率、または子育て支援支出額が高い国は高出生率なのだろうか。
フランスの高出生率は、女性の働きやすい環境の整備と子育て支援支出、
つまり経済的な要因と強力な関係があるのかについて考えてみたい。
　まず女性労働力率と出生率の関係について考察したいと思う。2000年
の OECD 加盟国は30カ国だが、経済的水準をそろえるため、2000年の 1
人あたり GDP が 1 万ドル以上29）となっている24カ国に絞って、合計特殊
出生率と女性労働力率（15～64歳）の関係をみてみると、女性労働力率
と出生率には正の相関関係がみられる（図 4 30））。つまり女性の社会進出
が進んでいる国ほど、出生率も高い傾向がみられる。しかし、ここには
具体的に示さないが、1970年のデータ31）では、合計特殊出生率と女性労
働力率の間には負の相関関係があり、女性の社会進出が進んでいる国ほ
ど出生率が低いという傾向がみられた。1970年頃は、子育てを行ってい
る女性が働くために必要不可欠な託児制度等の社会インフラは現在のよ
うに整っていなかったが、諸制度の拡充、それにともなう意識の変化な
図 4：2000年、OECD加盟24カ国における合計特殊出生率と女性労働力率
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ども手伝って、出生率と女性労働力率は徐々に正の相関関係に転じてい
ったのだろう。以上の事実については、「このことは、出生率と女性労働
力率の間にどちらかが増加すれば他方も増加する、というような固定的
な関係があるのではなく、双方に影響を及ぼす社会環境（施策、制度、
価値観等）が介在し、そうした社会環境の変化が、 2 変数の相関関係に
変化をもたらしたと推測される（内閣府男女共同参画局編、2006、P.71）」
と考察されている。
　次に子育て支援支出額が大きい国ほど高出生率なのか考えてみたい。
原田・高田（1993）では、出生率を上下させる要因として、家計所得、
女性賃金、住宅価格、大学進学率を考え、分析している。「これによると
女性賃金が上昇すれば、住宅費が上昇すれば、教育費が上昇すれば、出
生率は減少する。興味深いのは、児童手当が出生率回復にもたらす効果
の低さである。彼らによれば、児童手当を5000円増やしても、出生率は
0.01しか上昇しない。フランスの家族政策は、日本の57倍の水準にあた
る、GDP の2.2％を家族給付制度など人口政策につぎ込んでいる。にも
かかわらず、出生率を上昇させる効果が0.185程度しかない。だとすれ
ば、「児童手当のような手段で出生率を上昇させようとすると、とてつも
ない財政負担が必要になる（赤川、2004、PP.36－37）」。以上のことを考
慮すると、子育て支援支出額と出生率の間に強力な関係があるとまでは
言えないだろう。
2 ．フランスの高出生率の社会的な要因
　第一章で考察したとおり、フランスの手当・社会制度にはまだ不十分
なところも存在しており、フランスの高出生率の要因は手当や制度面が
整っているといった経済的な理由だけではなさそうだ。それでは、何か
ほかの社会的要因が強い関連性をもっているのだろうか。たとえば、婚
外子差別が存在しておらず、結婚していないカップルが子どもを生みや
すい環境が整っているからなのか。それともまた、移民女性が出生率に
貢献しているのだろうか。本章では、このような社会的環境が要因とな
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っているのかどうかを検討する。
2 . 1 ．婚外子差別が存在しないから高出生率なのか？
　フランスでは2008年の時点で、52％の子どもたちが結婚をしていない
カップルから誕生している32）。法律面で、摘出子と非摘出子間の差別が
ないことや社会的に婚外子が認められていることがこれだけの割合とな
っている理由だろう。2005年の「婚外子を持つことに対する考え方」の
調査結果（図 5 33））では、フランスは、「抵抗感が全くない」と「抵抗感
があまりない」を合わせると約90％であり、社会的に婚外子が認められ
ていると考えられる。
図 5：婚外子を持つことに対する考え方（男女共に回答）
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　では、フランスの高出生率は、婚外子が社会的に認められていること
に支えられているのだろうか。フランスでは1972年に、摘出子、非摘出
子の間の相続における不平等の是正が行われた。しかし、そこには少子
化対策のために行ったという経緯はなく、もともと婚外子が生まれてい
たから、その子どもの権利を守るために法律が変わり、法律上の差別が
なくなったのである。そして結婚するカップルが減少し、事実婚のカッ
プルが増えていったために、事実婚は社会的に認知され、結婚しないカ
113
ップルから生まれる子どもが増えた。また1968年の五月革命の影響によ
り、1972年以降結婚件数が激減し、婚外子が多少増加したが、同時期よ
り出生率は低下したのだ。（図 6 ）
つまり、2000年以降については婚外子率の上昇と出生率の上昇には平行
性がみられるとはいえ、注目すべきは、出生率が大幅に低下した70－90年
では婚外子率が激増しているということである。そもそもフランスでは、
「「結婚していないカップル（あるいは女性）が子どもを産めば、（結婚し
ているカップルが産む分に加えて）その分、子どもが増える」のではな
くて、単に「子どもを産んでいるカップル（あるいは女性）が、結婚し
ていない場合が多い35）」だけのことなのである。したがって、フランス
では婚外子が多いこと、そして婚外子差別がないことが、高出生率と強
力な関係があるとまでは言えそうにない36）。
2 . 2 ．移民女性が出生率に貢献しているから高出生率なのか？
　フランスが高出生率の国になった要因として、フランス社会の特徴で
もある、移民女性の出生率への貢献も検討に値する要因である。「2007年
にフランスに居住する移民37）は520万人で、全人口の8.3％にあたる。移
民の出身地はアルジェリア、モロッコ、ポルトガルが最も多い38）。」アル
ジェリア、モロッコはイスラム教の影響が強い国であり、避妊の習慣が
ないといわれており、子沢山の家族が多い。（2010年、アルジェリアとモ
ロッコの出生率はともに2.339）。）そのため、フランスの高出生率は移民
女性の出生率と強力な関係があるという推測がなされる40）。
1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2007年
婚姻率 7.8  6.2  5.1  5.0  4.4  4.2
婚外子率 6.8 11.4 30.1 43.6 48.4 51.7
出生率 2.47  1.99  1.78  1.88  1.92  1.98
図 6：フランスの婚姻率、婚外子率、出生率の推移34）
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　2005年の出生数全体は77万4355人であったが、そのうち、母親が外国
籍であった子どもの出生数は、 9 万4310人である。すなわち、フランス
で出生した子どもの母親の12.2％が外国籍であり、フランス国籍を取得
した移民女性を含むと15％である41）。そして2004年の出生率は、フラン
ス人女性の出生率1.80に対して、外国籍の女性（国籍を取得した移民は
含まれない）は3.29であり、確かに高い出生率となっている42）。しかし
外国人女性は、人口全体の中では少数であるので、出生率に0.1の子ども
をもたらしたにすぎない（フランス人女性の出生率1.8に外国人女性の出
生率3.29を加えた出生率の平均は1.943））。したがって、移民女性の貢献
度にかかわりなく、フランスの出生率は、ヨーロッパで最も高い国の 1
つである44）。
3 ．フランス女性の子どもを授かることに対する価値観
　第二章では、フランス社会の特徴でもある婚外子と移民女性の出生率
への貢献について考えてみたが、どちらも出生率と強力な関係があると
までは言えないことが確認できた。フランスは、経済的・社会的な要因
がさまざまに合わさって高出生率となっていると考えられる。しかし、
手当や社会制度の整備、婚外子や移民の増加は、近年スウェーデンでも
進んでいる45）。そこで福祉国家スウェーデンよりも高い出生率を維持し
ているフランスで、それをささえる他の要因を探るために、フランス女
性の出産・育児・仕事に対する価値観について注目してみたい。本章で
は、それらを考察するために、フランスで硬膜外無痛分娩が受け入れら
れている理由や、出産後すぐに仕事に復帰するために子どもを預けるこ
とに対するフランス人の価値観、フランス女性にとって働くとはどうい
う意味を持っているのかなどについて取り上げ、フランス女性の価値観
がどのように出生率に影響を与えているのか考えてみたい。
3 . 1 ．子どもを授かることに対する価値観
　フランスは、他の欧米諸国に比べて、生涯で子どもを 1 人も授からな
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いことを望む女性が少ない。2008年の調査では46）、英国人女性の18％、イ
タリア人女性の20％、オーストリア女性の16％、ドイツ人女性の21～26
％に子どもがいない。そしてヨーロッパ以外でも同じ傾向が見られ、米
国は出生率が高い水準（2009年の出生率は2.147））でとどまっているが、
それでも18～20％の女性がチャイルドレスのまま暮らしており、その割
合は30年前の 2 倍になっている48）。一方、フランス人女性の場合は、子
どもがいない女性数が相変わらず10～11％という低い水準だと推算され、
人口学者は将来的にもそれほど大きな変化もみられないだろうと予測し
ている49）。このようなフランス女性の価値観は、おそらく高出生率の一
つの要因であると考えられるだろう。
　近年の欧米で、なぜ生涯で子どもを授かることを選択しない女性が増
えたのか、理由を考えてみると、避妊技術の発達に加えて、多くの女性
が母親になるかならないかを、自分の意思で選択できるようになったか
らである。前世紀の女性は、母親になる、ならないという選択の自由が
あまりなく、子どもが持てなかった大多数の女性は非婚や不妊症で50）、た
とえば、修道女、召し使い、結婚しようにも持参金が用意できないあま
りにも貧しい女性たちだった。彼女たちは、その道を選んだわけでもな
く、仕方なくその運命を背負うことがほとんどであった。「だが、時を経
るうちに、女性の運命イコール母親になることではなくなった。母親に
なること以外の生き方も可能となり、望まれるようになったからだ51）。」
　では、女性たちはどのような理由でチャイルドフリーの道を選択して
いるのだろうか。「米国人社会学者のクリスティン・パークは、チャイル
ドフリーの女性に対して過去二十年間に行われた数多くの調査から次の
ように指摘している。チャイルドフリーとなる最大の動機で、かつ最も
引き合いにだされるものとは、「自由」である（動機の80％を占める52））。
母親の責任から解放されているこうした女性たちは、何よりも自分の愛
情生活や経済的な自立、自分自身を開花させるためにあらゆる機会を利
用できるという可能性、そして移動の自由を何よりも大事にする。全調
査の62％が挙げた、二番目に大きな動機は、夫婦・カップル二人の生活
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を十分に満喫したいというものだ53）。」
　しかしバダンテールは、「大多数の欧米人は 1 人の女性としての関心事
と母親になりたいという欲望のどちらかを選ぶことを拒否している54）。」
と述べている。一方母親業そのものは、昔よりも教育面などで母親に対
して要求されることが増え、ハードな仕事と変化した。そのため、母親
の務め、責任が大きいドイツ、イタリア、日本のような国々では、二つ
の強力な要素が結びつくことによって、母親になりたいという欲望にブ
レーキがかかっているとバダンテールは述べている。その二つの強力な
要素とは、理想の母親像の重圧と、女性に対して協力的な家族政策が存
在しないことである。フランスでは、前章で述べたとおり、女性に対し
て協力的な家族政策が存在し、まだ不十分なところもあるが行政による
改善の努力も続けられている。では母親像の重圧というのは、フランス
ではあまり影響がないのだろうか。日本では、出産に対する価値観とし
て出産の痛みを美徳とする考え方があり、また子どもが三歳くらいまで
の間は、母親が家庭で子どもの世話をするべきだとする「三歳児神話」
というものも存在している。フランスにもこのような価値観が存在して
いるのかについて考察したいと思う。
3 . 2 ．出産に対する価値観
　日本では、「お産の痛みに耐えてこそ母親になれる」というような痛み
を美徳とする伝統的な考え方がまだ一部に残っているが、フランスでは
出産の際に、硬膜外麻酔分娩を選択することは一般的である。世界の硬
膜外無痛分娩を受けた女性の割合55）は、フランスは約60％、アメリカ約
60％、ドイツ18％、スウェーデン16％、イタリア 3 ％である。硬膜外無
痛分娩のメリットとは、お産の痛みが軽くなり、疲労が少ない分、産後
の回復が早いことだ。フランスでは硬膜外無痛分娩費用の100％を保険が
カバーしてくれるため、自分から麻酔を拒否しない限り自然と使用され
る。
　日本と欧米での硬膜外無痛分娩に対する価値観の違いは、それぞれの
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「痛み」の文化が影響している。まずヨーロッパでは、中世の時代から、
痛みは宗教と強く結びつく。旧約聖書「創世記」には、神に食べてはな
らないと命令されていた果実を女とアダムは食べてしまい、その結果、
女は苦しんで子を産み、アダムは、顔に汗を流して働かなければ食料を
手に出来ないほど地の実りが減少することを神は罰として言い渡す。こ
のように産痛は、神の怒りをかった女性達に与えられた罰と考えられ、
生まれながらに女性は罪を持ち、そのために産の苦しみを受けなければ
ならないと教示されてきた。一方日本では、出産の痛みが、罪や罰であ
るという考えはなく、むしろ出産の痛みをポジティブに受け止めて、痛
みを乗り越えてこそ一人前の女性となり、母となることができるという
考えがあった。つまり日本においては、出産の痛みは女性の通過儀礼と
しての性格を欧米よりも強く持っていたと考えられる。陣痛を忍耐強く
乗り越えることは、よき女性、よき母となることに繋がる「名誉」なの
である。
　哲学者のシモーヌ・ドゥ・ボーヴォワールの『第二の性』（1949年初
版）で、「たとえば、出産の痛みは母性愛の現出に必要という説を唱える
者がいる。（中略）ほんとうのところ、ある種の男性は、女性の負担が軽
減されることが不快で耐えられないということである56）。」と述べている。
そもそもフランスでも「無痛分娩」ははじめから手放しで歓迎されたも
のではなく、国教がカトリックであったため、「子供を産むのは罪の結果
なのだから、苦しむのは当然」という考えが支配的だった。「無痛」のテ
クニックが生まれても、社会からの大きな抵抗を押し返す、長い、つら
い戦いがあり、無痛分娩の一般化に拍車がかかるのは、1980年代、硬膜
外麻酔が登場してからである。そのため、女性を死ぬほどの苦痛から解
き放った「無痛分娩」の歴史は、一つの女性の権利の獲得でもあるのだ。
近年では、自然なお産を見直そうといった考えについても注目が集まっ
ている。しかし硬膜外無痛分娩を使用することが社会的に認められてい
ることは、出産の精神的な重圧を日本よりも軽くしていることは確実で
ある。
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3 . 3 ．三歳児神話に対する価値観
　前述したとおり、多くのフランス女性は出産後すぐに仕事に復帰する
ため、多くの親たちが幼い子どもを保育所等に預けており、これは社会
的にも認められている。一方日本では、子どもが 3 歳くらいまでの間は、
保育所等を利用せずに母親が家庭で子どもの世話をしなければ子どもに
悪い影響があるという「三歳児神話」の考え方がまだ残っている。「この
三歳児神話は、『平成10年度版厚生白書　少子化社会を考える』で、「少
なくとも合理的な根拠は認められない」と否定されている57）」が、2002
年の調査では、約 8 割もの日本女性が「子どもが小さいうちは、母親は
仕事を持たずに家にいるのが望ましい」と考えている58）。フランスでも、
女性は仕事を辞め、家庭にいるように促された時期があった。それは90
年代初めの不況期で、「子どもの専門家」と言われる児童精神科医らが、
女性は仕事を辞めるようラジオなどで呼びかけた。また90年代の右派政
権も、女性が家庭に入って子どもをみられるようにと育児手当を子ども
3 人からではなく、 2 人からに拡大したため、仕事をおもしろく感じて
いない女性にとっては、仕事を辞めやすくなったわけだが、それは結局
女性を労働市場から追い出すためのものだった。ところが近年の妊婦向
けガイドブックや子連れ生活ガイド59）の中で、フランスの専門家たちは、
産後100日間から180日間程で、子どもは母親の手を離れられると述べて
いる。母体も回復し、かつ仕事のブランクを感じなくてすむということ
で、この期間を進めているようだ。しかしフランスでは仕事に復帰する
ため、幼い子どもを預けることに抵抗感はないのだろうか。現代のフラ
ンス女性の子どもを預けることに対する価値観を探るため、主にバダン
テール（1980）を参照しながら、歴史を遡り、考察したい。
　バダンテールによると、乳母を雇うという習慣はフランスでは非常に
古く、乳母の紹介所がパリに初めて開かれたのは13世紀とのことである。
この時代には、乳母を雇うのは貴族に限られていたが、18世紀になると、
子どもを乳母に委ねるという習慣は一般化し、乳母が不足するほどまで
になった。13世紀から18世紀までの時代については、正確な資料が残さ
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れていないのだが、個人の日記等によるとブルジョワジーに里子の習慣
が広まったのは17世紀ごろのようである。プチ・ブルジョアジーの妻た
ちも、家業に不可欠の労働力だったため、子どもは自分たちの経済力で
なんとかなる、安い、質の悪い乳母に委ねた。そのため乳母の待つ田舎
へ送られた赤ん坊の中には、付き添いもない荷車や馬車に乗せられて、
到着するまでに死んでしまう者もいた。また到着しても、不潔な環境で
病気になって死んでしまう者もあり、乳児死亡率は非常に高かった。そ
して子どもは生まれてすぐに乳母のもとへ送られて 4 年ほど過ごし、裕
福な家庭の子どもたちなら 7 歳にもなれば、修道院か寄宿学校へ送られ
ていた。18世紀になると、里子の習慣がすべての階級に浸透する。貧し
い母親は働くために、裕福な母親は上流婦人の社交生活を夢見て、社交
生活とはほとんど縁がなかったが、子どもの世話をするよりは、何もし
ないほうがましだと考え、子どもを乳母のもとへ送った。この時代は、
社交界が大変重要視されていた。「最も恵まれた立場にいる女性にとっ
て、自分が輝けるのは社交界であった。来客をもてなしたり、誰かを訪
問したり、新しいドレスを見せびらかし、これ見よがしに通りを歩き、
あちらこちらと観劇に出向く。社交界の女性は毎晩明け方まで遊んでい
た」。しかし、「まったく、後ろめたい気持ちにさいなまれることもなか
った。なぜなら、周りの人々が社交生活の必要性を認めており、医師で
さえ、そのような感覚の正当性を認めていたからだ60）。」「その根底にあ
る考えとは母親であることは女性にとってすべてではないというもので
ある61）」。このように社交生活の必要性が社会的に認められていたのだが、
一方では1762年にジャン＝ジャック・ルソーが『エミール』を著し、母
乳で自ら赤ん坊を育て、子どもを教育する母親の理想を打ち出すと、追
随する女性が現れた。しかしルソーの要求した母親の仕事は、すぐにと
りかかれるものではなかったので、主流になるには至らなかった。19世
紀のフランスでは、警察や医師も乳児死亡率の高さに警鐘を鳴らし、母
乳育児を呼びかけ、中流ブルジョアジー家庭を中心に、母乳で育て、自
分で子どもの世話をする母親が増えてはいったが、乳母に頼る風習も廃
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れることはなかった。そのため19世紀後半には、田舎の女性が、子ども
を産むと同時に自分の子は他人に預け、良い稼ぎ口を求めて大都市のブ
ルジョアジー家庭に乳母として雇われていくという「乳母産業」が最高
潮に達した。また自分の赤ん坊を放り出して都会へ来る乳母たちの子ど
ものために、最初の保育所が作られた。乳母たちの子どもの犠牲の上に、
自分たちの子どもを養っているという批判を受けたブルジョアジー夫人
たちが、「犠牲」を減らして、乳母を確保するために、設立に尽力したそ
うだ。
　以上のように、フランスでは17世紀以降、特に18世紀には、生まれた
ばかりの子どもを乳母に託すことが、ごく当たり前のように社会的に認
められており、母性を強調していた時代がそれほど長いわけでもなく、
子どもを中心に考えなかった時代のほうがずっと古い伝統を持っている。
つまり、責任を持って子どもを育てなければいけないという三歳児神話
のような価値観の土壌がそもそもなかったのである。乳母に子どもを預
ける行動は、現在のフランス女性の行動と共通しているところがあるの
ではないだろうか。このような子育ての歴史が存在するため、現代のフ
ランス女性たちが、仕事に復帰するために幼い子どもを預けることが社
会的に認められているのではないだろうか。「母親であることは女性にと
ってすべてではない」という考え方も、現代のフランス人の価値観と繋
がっているように思われる。バダンテール（2011：248－249）は、「フラ
ンス社会は長い間、子どもの責任を負うのは母親だけではない、という
考え方を認めてきた」と述べている。「いつも育児や家事を平等に受け持
つよう叱られてばかりの父親62）の代わりに国家が、新しく生まれた子ど
もの生活の安定と教育において、共同の責任があるとみなされている。
誰の目から見ても、国は母親と子どもに対して責任があるのだ。フラン
スでは、母親の怠慢、ましてや父親の怠慢に対するよりも、託児施設の
不足をはじめとした国の怠慢に対する世論のほうがはるかに厳しくなる
ほど、育児は国の責任だとする意識が強い」。このような意識がフランス
に根付いていると、多くのフランス女性は母親業だけに縛られず、一人
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の女性としてのアイデンティティをしっかりと自覚できるため、仕事か
子どもかで迷う場合が少なくなる可能性がある。幼い子どもを預けるこ
とが社会的に認められていること、母親の責任が重過ぎないことは、お
そらく現代フランスの高出生率の重要な要因の一つと考えられるのでは
ないだろうか。
3 .4．働くことに対する価値観
　最後に、多くのフランス女性は職場でも家でも働き、二重負担の毎日
であるのにもかかわらず、なぜ働くことを重要視しているのか、フラン
ス女性の仕事に対する価値観を考察したい。
　2005年の「女性は仕事をすべきか」という調査では、 9 割以上のパリ
の人々が女性は働くべきだと考えている63）。しかしフランスでも専業主
婦が多く、女性は働くべきではないと考えられていた時代もあるのだ。
19世紀に、警察や医師も乳児死亡率の高さに警鐘を鳴らし、母乳育児を
呼びかけ、母親は家にいるように促された。特に第二次大戦後は、雑誌
などのメディアによる猛烈なキャンペーンが繰り広げられたことによっ
て、母親の責任を重大視する考え方はいっそう広く一般に浸透すること
になったのである。この頃の雑誌 Elle には、「理論的には、女は何をして
もよい。しかし、もし家庭を築きたいと思ったら、自分の人生の十年間、
つまり二十歳から三十歳までの十年間を犠牲にすることを覚悟しなくて
はいけない。子育てに成功するには、これ以外の方法はないと思う。」と
書かれており、雑誌 Vingt ans にも「女はいつの日か、仕事を犠牲にする
（あるいは中断する）か、それとも、子どもを犠牲にする危険を犯すか、
そのどちらかを選択しなければならない。」と書かれている64）。1970年頃
は、経済的必要から働かざるえない人々まで、動機が何であれ、女が働
くことはモラリストたちに非難されたのだ。モラリストたちは、母親の
地位を称揚したり、母親にならなければ女は尊重されないと主張するだ
けではなく、最終的には罪を持ち出す。女が働くことで、子どもは犠牲
者となり、家庭が崩壊するという罪の意識まで持たされていたのだ。そ
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のため第一次世界大戦の後、第二次大戦の始まる前、 2 つの戦争に挟ま
れた時期（1920年代から30年代）には、多くの専業主婦が生まれた。彼
女らは、ブルジョワのスタイルをできる範囲で真似て自分で家事を行い、
消毒した哺乳瓶を使い、子育てを行った。子育て、教育に占める母親の
役割は、かつてないほど強調されるようになったのである。
　しかし、これらの圧力に抵抗した人々も大勢いた。彼女らのなかには、
ボーヴォワールのように「フェミニストとしての確信にもとづいて意識
的に抵抗した女性もいたが、それよりもずっと多くの女たちは、選択の
余地がなく、抵抗するしかなかった。この後者の女たちは、おそらく二
重の働き手（母親の仕事や家事と、職業としての仕事）としての境遇に、
もっとも苦しんでいる女たち」である。「彼女たちの戦いと、すすんでそ
れに続いた一部のメディアのおかげで、人は、女あるいは母親の不安に
重きをおきはじめた。ほとんどの女性誌は、考えとはいわずとも、調子
を変えざるをえなくなった65）」。そして多くの女たちは働くことを選んだ
のである。
　エリザベート・バダンテールは、すべての女性が経済的な理由で働い
ているわけではないと指摘している。「まず気づくことは、女性の11％
が、欠乏や戦争の時代ではなく、繁栄と経済成長の時代（1962－78年）
に、職業をもつことを選んだことだ。したがって、彼女たちの大部分に
とっては、副収入を得る必要性は、1906年に比べれば小さい。また、一
部の所帯にとって、母親が仕事につくことによって生じる社会福祉や税
の面での利点の喪失や、子どもの付添いに支払う費用は、母親の給料で
どうにかやっと埋め合わせることができる程度である。もし、この残っ
たわずかな利益と、外と内との二重の仕事からくる疲れや通勤の際の苛
立ちなどを考え会わせると、女たちが働くことを選んだことは、驚きと
いえる66）」。牧（2008:237）は、34人のフランス人女性にインタビューを
行い、自分の仕事の目的は何かと尋ねる調査をおこなったが、その答え
は「収入・生活のため」だけでなく、「自己実現のため」、「（経済的・社
会的な）自立・独立のため」、「（経済的・精神的な）自由のため」、「社会
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に貢献し、認められるため」などが挙げられている67）。それらの答えよ
り、フランス女性にとって働くことは経済的な理由だけでなく、価値の
あるものであり、フェミニストたちなどの勝利の結果、現在多くの女性
が堂々と働けているのだ。（1965年に結婚制度の改革が行われるまで、女
性は夫の許可なしに銀行口座を開設したり、職業に就くことができなか
った。）子どもが幼くても、女性が仕事を持つことを社会が認めているこ
とは、仕事か子どもかで迷う女性が少ないと考えることができ、出生率
とも関係があるかもしれない。
4 ．結論
　フランスが高出生率になった要因として考えられているものを調べて
みたが、フランスの手当・社会制度は、福祉国家スウェーデンの制度と
比較してみると、まだ不十分なところも存在しており、その要因は手当
や制度面が整っているといった経済的なものだけではないようである。
そしてフランス社会の特徴でもあり、高出生率の要因と強力な関係があ
ると推察される、婚外子と移民女性の出生率への貢献について考察して
みたが、こうした要因も、それだけで出生率を大きく上昇させたものと
はいいがたい。もちろん、これらの要因が複合的に高出生率をささえる
ものであることは確実であるが、本論文では、フランス社会に固有の別
の要因があるのではないかと考えた。それが、フランス女性の出産・子
育て・仕事それぞれに対する価値観という点であるが、本論でみてきた
ように、これが、他国に比べて高出生率をささえる要因として大きな比
重を占めるのではないかと考えられる。出産の精神的な重圧が軽いこと、
育児は国の責任だとする意識が社会的に根付いていること、幼い子ども
を預け、女性が仕事を持つことが社会的に認められていることによって、
子どもを授かりたいと考える女性の割合を維持し続けているように考え
られる。
　以上の考察から、例えばスウェーデンではフランスに比べて仕事と育
児を両立させる社会環境が整っているのに、なぜもっと出生率が高くな
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いのかについての理由がみえてくる。それは「母親像の重圧」がフラン
スよりも重いことである。スウェーデンの保育所は 1 歳未満の入所は受
け入れていないため、ほとんどの女性は育児休暇を取得し、約 1 年間休
職しなければならない。育児休暇がしっかりと取得できるすばらしい制
度が整備されていることは事実だが、休職によってキャリアにブランク
をあけたくない女性にとっては母親になることに対してのハードルが上
がってしまうのではないだろうか。また近年、欧米の国々では自然主義
が流行しており、母乳育児への回帰、硬膜外麻酔批判、使い捨て紙おむ
つ・紙パンツ批判等が起こっている。特に北欧の国々は育児休暇取得率
が高いためか母乳育児に大変熱心である。しかし母乳を与えることが義
務のようになってしまうと、それは母親の移動の自由を制限することと
なり、「母親像の重圧」がより重くなる。このようにスウェーデンのケー
スを考えると、フランスは母親になることに対してのハードルがより低
いこと、つまり「母親像の重圧」があまり重くないことは、現代のフラ
ンスの高出生率に影響を及ぼす大きな要因のひとつなのではないかと考
えることができる。
 （学部 4 年次生）
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